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行業者向けに提供している。また，2016年度には，組織

内部向け事務業務知識を活かし，職員の残業時間の管

理・削減を目的とした「ワークライフバランス促進ソリ

ューション」を開発し，現在，働き方改革の追い風を受

けて拡販に注力している。 
 

(2)官公庁事業 
主な事業エリアは首都圏，主なお客様は，官公庁と 

その外郭団体である。2000年に（公共本）として初めて

首都圏の官公庁分野に参画し2007年には進出を本格化，

大規模システムのインフラ設計や稼動維持技術を強みと

して事業を拡大してきた。また，開発力を強みとした特

許業務に関するパッケージ開発，カスタマイズ事業につ

いても事業エリアが首都圏で同一であることから本事業

領域の中で取り組んでいる。 
官公庁事業は一案件当たりの規模も大きく今後も経営

基盤を支える事業として重要である。また，技術の進展

に伴ってお客様の多彩なニーズが変化し，その変化に合

わせて技術領域を拡げることができる。これまでも，ITS
（Intelligent Transport Systems：高度道路交通システ

ム）やネットワーク型ETCなどの新分野へ参画をしてき

ている。このように様々な情報や新技術の集積地である

首都圏の特徴を生かし，新分野・新技術に積極的にチャ

レンジし，首都圏で磨いた技術を北海道・東北に導入す

ることで，北海道・東北地域に恩恵をもたらすことを基

本方針とし，事業に取り組んでいる。 
 
(3)研究所・文教事業 
主なお客様は，得意技術を提供可能な全国の国立系研

究所・大学などである。提供している主な得意技術は

CloudStackなどのクラウド基盤構築やビッグデータ解

析などの新技術と創立以来培ってきたスパコン構築・運

用と数値シミュレーションやプログラム高速化などの

HPC(High Performance Computing)技術である。 

この得意技術は，震災以降，放射線量モニタリングデ

ータの収集や放射線量データのビッグデータ解析による

帰還者支援など，震災復興をIT技術で支援することに活

用されている。また，大学病院と連携して，転帰悪化（病

気が経過とともに悪化の方向へ進むこと）に対する早期

警告システムの実現をめざし，生体情報監視装置で計測

したバイタルデータの回復群／悪化群分析や，定量デー

タ(バイタルデータ)と定性データ(看護記録，薬剤投与記

録など)の関係性分析を試行しており，導出したアルゴリ

ズムを用いた新たな医療診断支援にも取り組み始めてい

る。 

 
(4)その他事業 
 これまでの主要3事業領域以外にも，検診業務をトー

タルにサポートするパッケージ「ヘルゼア ネクスト」

や健康支援サービス「はらすまダイエット」などのヘル

スケア関連事業，M2M／ビッグデータ解析を使った故障

予知・診断関連事業，GPS車載機と地図データのメッシ

ュ管理により危険箇所で警告を出すことで安全運行を実

現する除染土壌輸送管理サービス事業などを展開してい

る。 
今後も新技術・高度技術の早期キャッチアップを図る

と共に，日立グループ内連携はもちろんのこと，産学官

連携による課題解決に向けた研究を継続し，さらなる事

業領域の拡大を図っていきたいと考えている。 
 
3. おわりに 
 東北の自治体に対して事業を進めていた第1フェーズ，

公共分野の事業拡大とこれに伴う体制や仕組みを整備し

た第2フェーズを経て，現在はIT技術や事業推進を通し

て各種課題を解決し，地域経済や地域活性化に貢献する

という新たなフェーズに入ってきたと捉えている。 

お客様に高品質のシステムや製品，サービスを提供す

るという従来からの役割を担いつつ，より広いマーケッ

トを対象に，より高度なITサービスを提供していけるよ

う，人材育成と組織力強化を推進すると共に，地域，大

学，および企業との連携を深めていく考えである。 

これまでの実績に地域からの信頼を積み重ねるべく，

日立のITグループの地域会社として，また東北地方のIT
産業を牽引するリーダー企業のひとつとして自覚と誇り

を持って事業を推進していく考えである。 
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社会分野の事業紹介 
 
 
1. 背景 
 (株)日立ソリューションズ東日本（以下HSE）は，創

業後まもなく，首都圏を中心とした電力，交通分野に参

画し，次いでNTT殿を始めとした通信分野，さらにこの

10年ほどで，東北・北海道を中心に電力，ガス等のエネ

ルギー分野に参画している。2015年4月，社会インフラ

市場への本格参入を目的として，既存の産業部門を製造

業対応と社会インフラに分割したうえで後者を公共部門

と統合し，新しく「社会・公共ソリューション部門」を

設置した。 

その後，2016年4月には今後の社会インフラ事業のさ

らなる拡大をめざし「社会ソリューション本部」として

独立させた。 

 

 HSEの社会インフラ市場は主にエネルギー，交通，通

信などの分野である。この分野は2020年の東京オリンピ

ック・パラリンピックに向けた投資，サーバーやストレ

ージ，ネットワークといった従来型ITプラットフォーム

からSMAC（ソーシャル，モバイル，アナリティクス，

クラウド）プラットフォームへの変化などを背景に，今

後最も投資が期待される市場の一つである。 
 社会インフラ市場は民間市場でありながら行政と密接

に絡む分野である。今回の社会インフラ部門の独立化の

狙いは，自治体や地方官庁，大学に対し信頼関係を築い

ている公共部門の提案力と，エネルギー分野，モバイル

端末業務を主軸とした通信分野等で研鑽してきた社会イ

ンフラ部門の技術力との融合によって民需系顧客への競

争力を向上させることにある。 

 
2. 本部概況 

2.1 本部事業運営方針 

 地域やお客様に対する責務，事業方針，本部員の考え

方などについて事業運営方針を以下のように定めている。 
 
① 日立グループの社会インフラ分野の事業成長に寄与

し，北海道・東北・首都圏のお客様に対してIT化計

画の策定，システム構築，稼動維持まで一貫して対

応することができる組織を目標とする。 
 

 
 
 
 

② 電力・ガスシステム改革（小売全面自由化，発送電

（導管）分離，料金規制撤廃）に向けた新ビジネス

（技術領域）分野への参画を通して，人財育成等を

含めて日立グループとしての対応力を強化する一翼

を担うと共に，自社事業の拡大を図る。 
③ 仕事と生活の調和（ワークライフバランス）への取

り組みを強化し，事業の源泉である人財の確保と継

続的な人財育成施策を進め，ES向上と人財育成によ

る継続的なモチベーションや技術力の向上を図る。 
また，多様な業務／就業形態を創出，社員の選択の

幅を広げ，強みを活かしやすくするために，SI事業

以外の比率を向上させる。 
 
2.2 本部事業概況 

 事業エリアは，東北・北海道および首都圏，主なお客

様は電力，ガス，交通分野等の社会インフラ企業と通信

大手各社殿となっている。 
サービス内容は，システム開発，インフラ設計，稼動

維持，コンサル事業である。売上の大半はシステム構築

と開発に関わるものであり，事業別の売上構成は，16年
度で，エネルギー（含 交通）27％，通信31％，社会民

需15％，社会・公共連携インフラ事業27％となっている。

以下に主な事業の概要を述べる。 
 

2.3 主な事業別概況と方向性 

(1)エネルギー事業 

 主な事業エリアは東北・北海道および首都圏のエネル

ギー交通分野であり，業務システム開発，大規模インフ

ラ設計，稼動維持を提供している。 
 2015年までの電力市場は，電力10社他で独占していた

が，電力自由化に伴うエネルギー関連企業の電力ビジネ

ス参入に伴う自由化競争が激化した。2020年に向けて発

電部門と送配電部門の分離，電力会社の統廃合等国内市

場において，需要家の囲い込み強化とIT投資の拡大が期

待されている。また，2022年4月には大手ガス会社の小

売事業と導管事業を別会社に分離して利用条件を公平化

する「導管分離事業」が行われ，最終的に完全自由化を

行う予定になっている。このような電力・ガス業界の相

互参入など市場環境の変化，低炭素社会や自然災害への
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対応などの環境要因も世界経済の成長エンジンといえる。

また，東・東南アジアを中心とした旺盛なインフラ投資

など，たくさんの視点から注目されている市場である。 
HSEとしては，エネルギー市場に対し，これまで蓄積し

てきた事務系システム，託送システム，スマートメータ

システム等のシステム開発を通して得られた業務ノウハ

ウやインフラ技術に加え，新たに，日立グループ内のサ

イバーフィジカルセキュリティ製品(CPS)と，BIツール

や見える化等自社製品を組み合わせたソリューションを

提供することで，サービスの厚みを増し，市場競争力を

高めていく考えである。 
 
(2)通信事業 

主な事業エリアの一つである東北地域の電力系通信事

業者における工程管理システムの構築，資材管理システ

ム，インフラ等の集約化等を推進している。首都圏では

大手通信会社における高速認証管理基盤サービス，公的

機関と連携した携帯端末の位置情報管理システムを始め

とした各種通信プロトコルをサポートするサービスプロ

グラムの開発を行っている。さらにデータマイグレーシ

ョン（移行）を始めとしたデータマネージメント事業を

推進している。通信市場規模は，スマートフォンの需要

も一巡し安定化した。昨今までの爆発的な需要の伸びも

見込めず停滞期に入ったが，2020年に向けては東京オリ

ンピック，パラリンピックに向けた無料公衆Wi-Fi，第5
世代移動システム等のICTインフラの高度化による市場

拡大が見込まれる。さらに無線通信を使用するIoT
（Internet of Things）の進化による高速・大容量の通信

インフラの需要拡大とクラウドコンピューティング普及

によるオープン＆ビッグデータ活用に向けた市場拡大が

見込まれる。 
現在，ビッグデータ分析に対して，HAF/EDC（Hitachi 

Application Framework / Event Driven Computing）と
OSS技術を組み合わせることで，分析処理の多重化と処

理データの分散化を行い，高速に処理する基盤の検討を

進めている。 
また，HSEが持つデータマイグレーション技法の集約

化を行い，データアクセシビリティからクオリティまで

の技術を強化し，データキュレーション（データ価値の

可視化，仕分け）等のデータインテグレーションサービ

スの検討を加速し，これを今後の事業の柱としていく。 
通信分野は，市場ニーズに合わせ，迅速かつ柔軟なサ

ービス提供を行う必要があり，システム開発に短納期，

高品質，柔軟性が求められる。HSEではこの顧客システ

ム要件に対して， HSEのアプリケーション開発基盤

(AppSQUARE)を適用することで，工事管理やネットワ

ーク設備管理などの業務システム案件において，顧客ニ

ーズに応えるシステム構築を開始している。 
今後も，AppSQUAREの顧客業務への適用推進を積極

的に展開し，通信分野における市場競争力を確保してい

く考えである。 
 

(3)社会民需事業（通信事業連携） 

主な事業エリアは，大手住宅設備会社が中心である。

コールセンタ受付から現場作業員の動態管理，売上管理

までを一貫してサポートする基幹業務システムと大手通

信会社の回線を利用したモバイル端末(Android)が連動

することで，設備保守メンテナンス作業の効率化，決済

処理の迅速化，CS向上を実現する。 

本システムは，日立ソリューションズグループ各社の

製品（フィールド業務情報共有システム，快作レポート

＋）とHSEのスケジュール管理（SynViz S2）の製品を

組み合わせて基幹業務システムに適用する。 

今後，人手中心の定期点検の減少，老朽インフラの増

加，労働人口の減少等から，設備保守に対するニーズは，

省力化に大きく変化する。その対応手段としてIoTとAI
技術を適用したサービス（設備の故障予測，ヒューマン

エラー抑制，保守計画適正化，事故防止の精度向上）が

注目されてきている。また近年は社会イノベーションの

一部として業種を問わず働き方改革を積極的に推進する

企業が急増しており，RPA（RoboticProcessAutomation）
技術を適用したソフトロボットによる業務自動化サービ

スが注目されてきている。 

HSEは，本事業領域のこれらトレンドに追随したITサ
ービスを提供すべく，日立グループ各社とHSEの製品・

ソリューションを組み合せることで，ベストプラクティ

スを導き出す事業を推進中である。 

 

3. おわりに 

今後も，パラダイムシフトへの変遷に追随しながら，

HSEが社会インフラ分野の各事業領域で培った技術・ノ

ウハウ・人財と日立グループ全体の強みを活かすことで，

社会イノベーションビジネス牽引の一助を果たし，成長

に寄与していく考えである。 
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